
群馬県緊急医師確保修学資金貸与条例施行規則 ※様式は省略

（趣旨）
第一条 この規則は、群馬県緊急医師確保修学資金貸与条例（平成二十年群馬県条例第三
十二号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）
第二条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。
（特定病院）
第三条 条例第二条に規定する規則で定める県内の病院は、次の各号のいずれかに該当す
るものとする。
一 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院で、独立
行政法人国立病院機構、国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項
に規定する国立大学法人又は医療法第三十一条に規定する都道府県、市町村その他厚
生労働大臣の定める者が開設するもの

二 医師法第十六条の二第一項に規定する臨床研修に関する省令（平成十四年厚生労働
省令第百五十八号）第三条第一号に規定する基幹型臨床研修病院及び同条第二号に規
定する協力型臨床研修病院

三 前二号に掲げるもののほか、これらに類するものとして知事が認めるもの
（貸与の申請）
第四条 修学資金の貸与を受けようとする者（第六条において「申請者」という。）は、
修学資金貸与申請書（別記様式第一号）に次に掲げる書類（前年度から引き続いて修学
資金の貸与を受けようとする者にあっては、第二号に掲げる書類）を添えて、知事に提
出しなければならない。
一 戸籍抄本
二 保証人となる者の保証書（別記様式第二号）
三 大学が発行する地域枠の入学者であることを証する書類
四 その他知事が必要と認める書類

（保証人）
第五条 保証人は、独立の生計を営む者でなければならない。
２ 修学生は、保証人が死亡したとき、又は破産手続開始の決定その他保証人として適当
でない事由が生じたときは、新たに保証人を選任し、速やかに連帯保証人変更願（別記
様式第三号）を知事に提出してその承認を受けなければならない。

（貸与の決定）
第六条 修学資金の貸与を受ける者の選考は、第四条の規定により提出された書類の審査
により行うものとする。ただし、知事が特に必要と認める場合には、面接による選考を
併せて行うことができる。

２ 知事は、前項の審査により修学資金の貸与の適否を決定したときは、修学資金貸
与決定通知書（別記様式第四号）又は修学資金貸与不承認通知書（別記様式第五号）
により申請者にその結果を通知するものとする。

（貸与契約）
第七条 条例第三条第二項に規定する契約は、修学資金貸与契約書（別記様式第六号）に
よるものとする。

（貸与の方法）
第八条 修学資金は、前条の契約に基づき、二月ごとにその期間分を口座振替の方法によ
り貸与するものとする。ただし、当該契約に係る最初の修学研修資金の貸与を行うとき
又は特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

（借用証書の提出）
第九条 修学生（死亡した場合は、保証人）は、修学資金の貸与契約の期間(前年度から引
き続いて貸与を受ける場合にあっては、当該引き続いた期間)が経過したとき、又は条例
第六条各号のいずれかに該当することにより貸与契約を解除されたときは、速やかに保
証人と連署した修学資金借用証書（別記様式第七号）を知事に提出しなければならない。

（修学資金の貸与の辞退）
第十条 修学生は、修学資金の貸与を辞退しようとするときは、修学資金貸与辞退願（別
記様式第八号）を知事に提出しなければならない。

（契約解除の通知）
第十一条 知事は、条例第六条の規定により契約を解除したときは、修学資金貸与契約解



除通知書（別記様式第九号）により修学生及び保証人に通知するものとする。
（特別の事情により業務に従事することができなかった期間）
第十二条 条例第七条第三項に規定する規則で定める特別の事情により業務に従事するこ
とができなかった期間は、次に掲げる期間とする。
一 疾病又は災害により業務に従事することができなかった期間
二 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三
年法律第七十六号）第二条第一号に規定する育児休業、同法第二十三条第二項の育児
休業に関する制度に準ずる措置による休業、国家公務員の育児休業等に関する法律
（平成三年法律第百九号）第三条第一項の規定による育児休業又は地方公務員の育児
休業等に関する法律（平成三年法律第百十号）第二条第一項の規定による育児休業を
した期間

三 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に基づく大学の大学院（医学を履修す
る課程に限る。）に在学した期間（在学中に特定病院において医師としての業務に従
事した期間を除く。）

四 外国の大学又は大学院、医療機関、研究機関等において医学に関する研修等に従事
した期間

五 特定病院で実施する後期研修（臨床研修修了後の医師の専門的な知識及び技術の修
得に係る研修をいう。）のプログラムの一環として、特定病院以外の医療機関に勤務
した期間

六 県の医療水準向上に資すると認められる専門知識を修得するため特定病院以外の医
療機関等に勤務した期間

七 前各号に掲げるもののほか、知事がやむを得ないと認める期間
２ 前項第三号から第六号までに規定する期間（同項第三号に規定する期間にあっては、
大学院に在学した期間）が、同項第三号及び第四号においては五年、同項第五号及び第
六号においては三年を超える場合は、条例第九条第二項第六号に該当するものとみなす。

３ 修学生は、業務従事期間が従事必要期間に達するまでの間に、第一項各号に掲げる期
間を有することとなった場合には、業務中断期間報告書（別記様式第十号）により当該
期間を知事に報告しなければならない。

（返還債務の免除又は猶予の申請手続及び決定）
第十三条 条例第七条、第八条又は第十一条の規定による修学資金の返還債務の免除又は
猶予を受けようとする者（次項において「免除等申請者」という。）は、それぞれ修学
資金返還債務免除申請書（別記様式第十一号）又は修学資金返還債務猶予申請書（別記
様式第十二号）に免除又は猶予を受けようとする事実を証する書類を添えて知事に提出
しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により提出された書類を審査し、修学資金の返還債務の免除若し
くは猶予を決定したときは、修学資金返還債務免除決定通知書（別記様式第十三号）又
は修学資金返還債務猶予決定通知書（別記様式第十四号）により免除等申請者に通知す
るものとする。

（返還の方法）
第十四条 条例第九条の規定による修学資金の返還は、知事の発行する納付書により一括
して行うものとする。

（届出）
第十五条 修学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める様式にそ
の事実を証する書面を添えて、十日以内に知事に届け出なければならない。
一 氏名、本籍若しくは住所を変更したとき又は保証人の氏名、住所若しくは職業に変
更があったとき 氏名等変更届（別記様式第十五号）

二 大学を卒業し、又は退学したとき 卒業（退学）届（別記様式第十六号）
三 大学を休学し、又は停学の処分を受けたとき 休学（停学）届（別記様式第十七
号）

四 大学に復学したとき 復学届（別記様式第十八号）
２ 修学生は、大学を卒業した日の翌日から修学資金の返還の債務の全部を免除され、又
は返還の債務の履行を終える日までの間、毎年四月一日現在の状況を現況届（別記様式
第十九号）により同月十五日までに知事に届け出なければならない。

３ 保証人は、修学生が死亡したときは、速やかに死亡届（別記様式第二十号）を知事に
提出しなければならない。

（期間の計算方法）



第十六条 条例第七条第一項第一号に規定する業務従事期間の計算は、月数によるものと
し、当該業務に従事した日の属する月から従事しなくなった日の属する月までを算入す
る。

２ 前項の規定により計算した期間に、休職又は停職の期間があるときは、当該休職又は
停職の期間の開始した日の属する月から、当該休職又は停職の期間の終了する日の属す
る月までの月数を前項の規定により計算した期間から控除するものとする。

（その他）
第十七条 この規則で定めるもののほか、修学資金の貸与に関し必要な事項は、別に定め
る。

附 則
この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。

附 則（平成二十二年三月三十一日規則第三十二号）
この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。

附 則（平成二十三年三月三十一日規則第十六号）
この規則は、公布の日から施行する。ただし、第二条及び第三条の規定は、平成二十三

年四月一日から施行する。
附 則（平成二十四年三月六日規則第二号）

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。
附 則（平成二十六年十月三十一日規則第六十七号）

この規則は、平成二十七年四月一日から施行する。
附 則（平成二十九年三月十七日規則第十一号）

この規則は、公布の日から施行する。
附 則（令和六年八月二十七日規則第四十四号）

この規則は、令和六年十月一日から施行する。
附 則（令和七年三月二十七日規則第二十号）

この規則は、令和七年四月一日から施行する。


